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高摩擦弾性すべり支承のスリップ現象による変位増大の予測 

構造－振動 正会員 ○ 崎谷俊太 正会員 佐藤大樹

〃 陳引力 〃 三須基規

高層免震建物 高摩擦弾性すべり支承 〃 稲井慎介 〃 桑素彦

荷重制御加振実験 低速度領域 〃 川又哲也 〃 得能将紀

〃 丸尾純也

 はじめに

近年，高層建物に免震構造を採用する事例が増えている。

高層免震建物では作用する風力が増大し，かつ同一規模の

基礎を固定とした建物に比べ固有周期が長くなる傾向に

あるため，免震建物の耐風設計需要が増加している 1.2)。

主要な免震部材である弾性すべり支承の摩擦係数は風

応答のような低速度領域において低下することが知られ

ている 3)。摩擦係数は弾性すべり支承の滑動に関わるため，

風力を受けた際に耐震設計では滑動しないという判定が

なされたケースにおいても，実際は滑動が発生し，結果的

に変位が想定以上に増大する現象（以下，スリップ現象）

の発生が予想される 4)。筆者らは文献 6）にて荷重制御実

験より，スリップ現象による変位増大を確認している。し

かし，文献 6）は変位増大を定量的に評価できていない。

そこで，本報では弾性すべり支承に対して，文献 6）で実

施された実験パラメータに加え，追加の平均成分を有する

長時間の正弦波荷重制御実験を実施し，その結果よりスリ

ップ現象による変位増大の予測手法について提案する。

 荷重制御実験 
 試験体セットアップ，計測項目 

図 1 に弾性すべり支承実験の試験機セットアップを，図

2 に試験体詳細をそれぞれ示す。試験体のすべり材には直

径 90 mm の充填剤入り PTFE を，試験体のゴム部材には層

厚 4 mm，水平剛性𝐾𝐾𝐸𝐸 = 10.3 kN/cmの天然ゴム系積層ゴム

をそれぞれ用いた。図 1 より中板は動的アクチュエータと

繋がっており，中板にはステンレス鋼のすべり板が取り付

けられている。試験体は同じ形状のものを 2 つ用いてそれ

ぞれを中板で挟むように配置した。そのため，アクチュエ

ータの荷重𝐹𝐹𝑎𝑎は試験体 2 体分の値となる。実験はジャッキ

を用いて軸力 NESをかけながら，動的アクチュエータによ

って荷重𝐹𝐹𝑎𝑎を制御して加振を行った。計測項目は，アクチ

ュエータ変位 ua，ゴム変形 uE，荷重 Fa，軸力 NES，および

すべり材の温度 θSである。ゴム変形 uEについてはジャッ

キ側の試験体とロードセル側の試験体それぞれに対して，

試験体の左右から伸びている鋼材をターゲットにレーザ

ー変位計を当てることで測定した。

本実験では弾性すべり支承の荷重 FES，および弾性すべ

り支承の速度 vESをそれぞれ以下の式によって算出した。

ここで，tは実験における任意の時刻（s）を表す。 
𝐹𝐹𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑡𝑡) = 0.5𝐹𝐹𝑎𝑎(𝑡𝑡) （ ）

𝑣𝑣𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑡𝑡) = 𝑑𝑑
𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑢𝑢𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑡𝑡) 

（ ）

 載荷条件 
本実験ではスリップ現象による変位増大を確認するた

め，風方向風力を模擬した，平均成分と変動成分を持つ正

弦波によって加振を行った。また，風応答と同程度となる

ように最大速度は 0.5cm/s，ガストファクターGf は 2.1 と

なるように載荷を行った。

正弦波の振幅 Arは，風力の変動成分の最大荷重𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚を

用いて式（3）より算出される。さらに，𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚は風力の最
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本節では、 階、 階、 階建ての鋼構造建築物に対
して時刻歴応答解析を行った結果について考察する。上記
の図 と図 にその結果を示している。
解析の結果、第一種地盤では、最大層せん断力は建物高

さが高くなるにつれて、最大層間変形角は建物高さが低く
なるにつれて、応答の値が大きくなった。第二種地盤にお
ける最大層間変形角の結果でも、第一種と同様に建物高さ
が低くなるにつれて、大きい応答値が得られたが、最大層
せん断力の結果では、 の 階建て建物から最も大き
い値が出た。第三種地盤では最大層せん断力は 、 、

の順で大きい結果が得られ、最大層間変形角では
と の間ではあまり大きな値の差は見られなかった。

また層厚と得られる値の大小の順番に着目すると、最大層
せん断力と最大層間変形角のどちらにおいても、第一種地
盤と第二種地盤で層厚が厚くなるにつれて、第三種地盤で
は層厚が薄くなるにつれて、値が大きくなった。第一種地
盤における の最大層せん断力と、第二種地盤における

の最大層間変形角については、層厚が薄くなるにつれ
て値が大きくなる、という結果となった。
また、層厚 ｍの第二種地盤に建つ の 階建ての

建物で、層せん断力、層間変形角ともに、他の層厚での値
と比較して、大きい値が得られた。特に値の差が大きい一
階部分に着目すると、最大層せん断力は約 、最
大層間変形角は約 × の開きが見られた。

４ まとめ
本研究では、３ １で表層地盤の層厚を変化させた場合

の地盤の加速度応答スペクトルを解析した後、鋼構造建築
物が異なる地盤種別、表層地盤の層厚、解析対象とする建
物の高さ（階数）、の つのパラメーターを変化させた結
果として得られる最大層せん断力と最大層間変形角の値
の差を検討した。
結果として、第一種地盤においては層厚が薄いほど、加

速度応答スペクトルは大きくなり、第二種地盤と第三種地
盤では、層厚が厚いほど値は大きくなった。また、上部構
造についての解析を行った結果、最大層せん断力について
は、第一種地盤と第三種地盤で建物高さが高くなるにつれ

て値が大きく、第二種地盤では、中層の の 階建て
の建物で最も大きい値を示した。また最大層間変形角では、
第一種地盤と第二種地盤で、建物高さが高くなるにつれて
値が小さくなり、第三種地盤では高さが高くなるにつれて
値が大きくなった。
また、第一種地盤では の最大層せん断力を例外とし

て、表層地盤の層厚が薄いほど、表層地盤の加速度応答ス
ペクトルの結果の傾向と同様に、値が大きくなった。第三
種地盤においても、同じ傾向が見られたが、第二種地盤で
は の最大層間変形角の値を除いて、層厚が薄くなるほ
ど値が小さくなる、異なる傾向が見られた。
今後の展望として、更に階層を高くした建物モデルを追

加して解析を行うことや、 階や 階、 階の分類を更
に細分化した解析を行うことを検討していく。

謝辞
解析にはユニオンシステム株式会社より導入している

「研究室パック」のうち Shake PRO-L と Dynamic PRO を
使用した。ここに記し、謝意を表す。
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大荷重𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚から平均成分𝑄̅𝑄を引いた式（4）より算出される。

𝐴𝐴𝑟𝑟 = 0.5𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 （3）
𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝑄̅𝑄 （4）

ここで，𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚はガストファクターGfを用いて式（5）で算

出される。

𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝐺𝐺𝑓𝑓𝑄̅𝑄 （5）
本実験ではガストファクターGfは 2.1 としているため，以

上の式より以下の式（6）が算出される。 
𝐴𝐴𝑟𝑟 = 0.55𝑄̅𝑄 （6）

 
 実験の傾向と分析

 面圧が異なる実験

表 1 に加振条件と実験結果一覧，図 3~5 に実験の荷重

𝐹𝐹𝐸𝐸𝐸𝐸－変形 uES関係，図 6 に実験の変位時刻歴波形を示す。

ここで，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹とは，載荷荷重 FESの最大値を耐震設計

で用いられる，𝑣𝑣𝐸𝐸𝐸𝐸 = 40cm/sにおける水平荷重の基準値

𝐹𝐹𝑑𝑑40で除したものである 4）。また，変位時刻歴波形の傾き

を平均変位移動速度 Vmと定義する（図 6 参照）。図 3~5 よ

り，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹が同じであっても，面圧𝜎𝜎が変化することで

1 サイクルごとの変位増大の傾向がやや変化しており，面

圧が小さくなると 1 サイクル間での変位の増加量が大き

くなっている。そのため，図 6 より同荷重比における変位

時刻歴波形を見ると，面圧が小さい実験ケースほど平均変

表 加振条件と実験結果一覧 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

（a）荷重比 λF = 0.7 

（b）荷重比 λF = 0.8 

（c）荷重比 λF = 0.9 
図 変位時刻歴波形 

面圧 平均荷重

[MPa] [kN]（荷重比） [kN]
LC-A-1 5.44 0.70 3.51 0.0396 -
LC-A-2 6.21 0.80 4.01 0.0839 -
LC-A-3 6.99 0.90 4.51 0.1934 -
LC-B-1 7.04 0.70 4.54 0.0272 -
LC-B-2 8.05 0.80 5.19 0.0582 -
LC-B-3 9.05 0.90 5.84 0.1099 -
LC-C-1 8.33 0.70 5.37 0.0229 6）
LC-C-2 9.52 0.80 6.14 0.0458 6）
LC-C-3 10.71 0.90 6.91 0.1036 6）
LC-D-1 10.26 0.70 6.62 0.0208 -
LC-D-2 11.72 0.80 7.56 0.0375 -
LC-D-3 13.19 0.90 8.51 0.0647 -

実験名 波形

正弦波 15

正弦波 20

正弦波 30

文献
最大荷重 V m

[cm/s]

正弦波 10
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位移動速度 Vmは大きくなる傾向にある。 
 

 荷重比が を下回る実験

表 2 に加振条件と実験結果一覧、図 7 に荷重変形関係、

図 8 に変位時刻歴波形を示す。既往研究 6）より、荷重比

𝜆𝜆𝐹𝐹が 0.33 を下回る場合はスリップ現象が生じないことが

確認されている。本節では，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹を 0.30 とし，ガスト

ファクター𝐺𝐺𝑓𝑓や面圧𝜎𝜎を変化させた場合にスリップ現象が

生じないことの検証を行う。図 7，8 より、ガストファク

ター𝐺𝐺𝑓𝑓や面圧𝜎𝜎に関わらずいずれのケースも変位がほぼ増

大していないことが読み取れる。以上より、既往研究 6）
同様、本実験においても荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹が 0.33 を下回るとスリ

ップ現象が生じないことが確認できる。 
 

 平均変位移動速度の予測手法

 荷重比依存式の構築

平均変位移動速度 Vm に外力の継続時間をかけることで

変位の増大量を推定できると考えられる。そのため，以上

の実験結果を用いて、平均変位移動速度 Vm の荷重比依存

式を作成する。図 9 に実験結果の平均変位移動速度 Vm-荷
重比𝜆𝜆𝐹𝐹関係を示す。図 9 より，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹と平均変位移動速

度 Vm は正の対応関係にあり，面圧が小さいほど平均変位

移動速度が大きくなっていることが読み取れる。また、3.2
節より、荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹が 0.33 を下回る場合はいずれのケース

もスリップ現象が発生していない。そのため、近似方法は

累乗近似とし、荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹の下限値を 0.33 とした（式（7）
参照）。また、各面圧において最小二乗法により近似式を

作成した。ここで，a，bは近似式の係数であり，近似式の

適用範囲は0.33 ≤ 𝜆𝜆𝐹𝐹 ≤ 0.9および10 ≤ 𝜎𝜎 ≤ 30とする。

𝑉𝑉𝑚𝑚 = 𝑎𝑎 ∙ (𝜆𝜆𝑓𝑓 − 0.33)𝑏𝑏 （7）

 係数 ， の決定

続いて 4.1 節における各近似式より，係数 a，b を算出

する関数の同定を行う。係数 a，bはそれぞれ面圧𝜎𝜎の関数

で表すことができ，関数の同定は 4.1 節同様，最小二乗法

により決定した。式（8）に係数 aの近似式を，式（9）に

係数 bの近似式をそれぞれ示す。 

𝑎𝑎 = 34.738 ∙ 𝜎𝜎−1.392 （8）

𝑏𝑏 = −0.0468 ∙ 𝜎𝜎 + 4.1188 （9）

図 10 に係数 a、b と面圧の関係を示す。面圧 15MPa お

よび 20MPa 時に近似式と実験値でやや差異が見られる結

果となった。以上の式（7），（8），（9）より算出した近似式

を図 9 に示す。いずれの近似式も実験結果を概ね捉えられ

ている。 
 

 作成した近似式による変位増大の予測精度の検証

前章で作成した平均変位移動速度 Vm の予測式より変位

の増大量の予測精度検証を行う。10 分間における変位を 図 平均変位移動速度 荷重比関係

 

表 加振条件と実験結果一覧 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

（a）Gf = 2.1 

（b）Gf = 1.0（平均荷重のみ） 
図 変位時刻歴波形（荷重比 ） 

面圧 平均荷重

[MPa] [kN]（荷重比） [kN]
LC-E-1 10 2.33 1.50 0.0002 -
LC-E-2 20 3.57 2.30 0.0001 6）
LC-E-3 30 4.40 2.84 0.0003 -

SLC-A-1 10 2.33 2.33 0.0009 -
SLC-A-2 20 3.57 3.57 0.0006 -
SLC-A-3 30 4.40 4.40 0.0007 -

正弦波 0.30

0.30

実験名 波形
最大荷重

文献
V m

[cm/s]
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大荷重𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚から平均成分𝑄̅𝑄を引いた式（4）より算出される。

𝐴𝐴𝑟𝑟 = 0.5𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 （3）
𝑄𝑄′𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 − 𝑄̅𝑄 （4）

ここで，𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚はガストファクターGfを用いて式（5）で算

出される。

𝑄𝑄𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 = 𝐺𝐺𝑓𝑓𝑄̅𝑄 （5）
本実験ではガストファクターGfは 2.1 としているため，以

上の式より以下の式（6）が算出される。 
𝐴𝐴𝑟𝑟 = 0.55𝑄̅𝑄 （6）

 
 実験の傾向と分析

 面圧が異なる実験

表 1 に加振条件と実験結果一覧，図 3~5 に実験の荷重

𝐹𝐹𝐸𝐸𝐸𝐸－変形 uES関係，図 6 に実験の変位時刻歴波形を示す。

ここで，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹とは，載荷荷重 FESの最大値を耐震設計

で用いられる，𝑣𝑣𝐸𝐸𝐸𝐸 = 40cm/sにおける水平荷重の基準値

𝐹𝐹𝑑𝑑40で除したものである 4）。また，変位時刻歴波形の傾き

を平均変位移動速度 Vmと定義する（図 6 参照）。図 3~5 よ

り，荷重比𝜆𝜆𝐹𝐹が同じであっても，面圧𝜎𝜎が変化することで

1 サイクルごとの変位増大の傾向がやや変化しており，面

圧が小さくなると 1 サイクル間での変位の増加量が大き

くなっている。そのため，図 6 より同荷重比における変位

時刻歴波形を見ると，面圧が小さい実験ケースほど平均変

表 加振条件と実験結果一覧 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

図 荷重変形関係（荷重比 ） 

（a）荷重比 λF = 0.7 

（b）荷重比 λF = 0.8 

（c）荷重比 λF = 0.9 
図 変位時刻歴波形 

面圧 平均荷重

[MPa] [kN]（荷重比） [kN]
LC-A-1 5.44 0.70 3.51 0.0396 -
LC-A-2 6.21 0.80 4.01 0.0839 -
LC-A-3 6.99 0.90 4.51 0.1934 -
LC-B-1 7.04 0.70 4.54 0.0272 -
LC-B-2 8.05 0.80 5.19 0.0582 -
LC-B-3 9.05 0.90 5.84 0.1099 -
LC-C-1 8.33 0.70 5.37 0.0229 6）
LC-C-2 9.52 0.80 6.14 0.0458 6）
LC-C-3 10.71 0.90 6.91 0.1036 6）
LC-D-1 10.26 0.70 6.62 0.0208 -
LC-D-2 11.72 0.80 7.56 0.0375 -
LC-D-3 13.19 0.90 8.51 0.0647 -

実験名 波形

正弦波 15

正弦波 20

正弦波 30

文献
最大荷重 V m

[cm/s]

正弦波 10
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平均移動変位 Xmと定義し，図 11 に平均移動変位 Xm-荷重

比 λF関係を示す。図 11 より本報での予測手法は実験結果

を概ね捉えられていることが分かる。また，図 11 に平均

移動変位 Xm の予測精度を示す。いずれのケースも概ね誤

差 10%以内に収まっていた。以上より 4 章で作成した予測

式は，本報での実験結果を概ね捉えられている。 
 

 まとめ

本報では，長時間加振実験の概要を示した後，実験ケー

スの分析を行うことで，変位増大に関係するパラメータを

決定した。また，実験結果より平均変位移動速度を定義し，

その値を予測する近似式を実験結果より導出した。その結

果より，平均移動変位 Xm を算出し，変位増大を定量的に

予測できた。
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附録 最大速度の平均変位移動速度への影響

実験時のパラメータとして最大速度も挙げられる。最大速度の違

いによる平均変位移動速度への影響は文献 6)で検証されており，図

A に実験の時刻歴波形を示す。図 A より，最大速度が変化しても平

均変位移動速度への影響は小さいことが読み取れる。 
 
附録 ガストファクターの平均変位移動速度への影響

ガストファクターを変化させた実験について，図 B に平均変位移

動速度-荷重比関係を示す。図 B より，ガストファクターが小さく

なることで平均変位移動速度がやや増大しているが，荷重比や面圧

の違いによるほど平均変位移動速度が増大する傾向は見られない。

そのため，本報の検討ではガストファクターをパラメータとしてい ない。
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（a）係数 a-面圧関係 （b）係数 b-面圧関係 
図 係数 面圧関係 

 

図 平均移動変位 荷重比関係 
 

図 平均移動変位 の予測精度 
 

図 変位時刻歴波形（ ） 

図 平均変位移動速度 荷重比関係（面圧σ ） 
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